
は　じ　め　に

　現在，世界的同時不況により，企業は利益の
極大化を目指すための経済活動に関して，さら
なる経営資源の効率的かつ有効活用に邁進する
経営戦略を推し進めている。一方で，スポーツ
産業に目を移すと，２０１０年はバンクーバー冬季
オリンピック，FIFAワールドカップ南アフリ
カ大会など大きなスポーツイベントが開催され，
それに付随したスポーツ周辺産業においては不
況の様相を呈していない。なかでも，日本にお
いてスポーツ産業は，年間１０兆円の市場規模が
あると試算されており，他の産業にないほどの
飛躍的な成長を遂げている。
　しかし，スポーツ組織という視点から見た場
合に，多くの企業スポーツが不況を理由とする
淘汰が進み，廃部，休部などに追い込まれてい
る。また，プロスポーツにおいても一昔前のよ
うにメディアにおいて重要なコンテンツとして
位置づけられておらず，スポーツ組織において
貴重な収入源は減少の一歩をたどっている。そ
の要因には，趣味・趣向の多様化があげられて
いるが，それだけを根拠するには疑義がある。
　スポーツイベントおよびスポーツ関連産業に
関しては，マーケットとして活況であるにもか
かわらず，スポーツ組織自体の運営および経営
については貧窮しているという二面性が内在す
ることがみてとれる。つまり，スポーツ組織の
経営手法自体に課題が内包していると考える。

　近年，日本においてスポーツマネジメントに
関連した研究が活発に進められている。当該研
究対象は，プロスポーツリーグ，プロスポーツ
選手，FIFAワールドカップやオリンピックな
どの世界的スポーツイベント，およびスポン
サーの獲得といった「トップスポーツ」など幅
広くなっている。
　しかし，スポーツマネジメントにおいて，若
干欠落している概念が「財務および会計」であ
る。スポーツ組織も運営または経営活動が必須
であり，一般企業と同様にファイナンスとアカ
ウンティングの概念は重要である。本稿では，
スポーツ組織の経営活動に関して，学際的なス
ポーツマネジメントにおける財務および会計概
念の必要性を検証する。同時に，スポーツマネ
ジメントの領域において，財務・会計というア
プローチの位置づけを検討する。

第１章　一般企業の存在意義

１．　企業の目的

　一般企業とは，ここではスポーツ組織を除い
た企業を示すこととする。当該企業は業種・規
模にかかわらず「利益の極大化」を目指し，グ
ローバルに経済活動をおこなう。その前提には，
企業は①「継続企業（going concern）」として
未来永劫にわたって活動をおこなうものであり，
②「儲け＝利益」を追求する営利目的のために
経済活動をおこなう。
　今日の経済活動において，企業は社会規範や
企業倫理などに則った「コンプライアンス（法
令遵守）」に基づく経営が求められる。同時に，
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会計情報についても信頼性を確保するために，
企業内部の仕組みづくりである「内部統制」を
厳格におこなうことが課題となっている。

２．　企業の活動

　企業の宿命は，利益を生み出すために多種多
様な活動をおこなわなければならないことであ
る。企業活動の一連の流れである「資金循環」
は，①資金の調達，②原材料の調達，③商品や
サービスの生産・販売，④売上金の回収，⑤利
益（または損失）の実現，⑥資金の返済および
利益の配当という流れから構成される。このう
ち，①と⑥は，「財務活動」であり，②から⑤ま
では「事業活動」である。
　資金を必要とする企業は，銀行などの第三者
を介入させずに社債・株式・公債を発行して，
必要な資金について証券市場を通じ直接貸し手
から調達することが直接金融であり，企業や政
府が必要な資金を，銀行などの金融機関からの
借り入れで調達することが間接金融である。日
本においては，個人金融資産に占める銀行など
への預貯金の割合が欧米諸国に比べて大きく，
間接金融の比率が高いという特徴がある。しか
し，金融ビッグバンや規制緩和の進展によって，
企業の資金調達をはじめとして，金融システム

全体が間接金融から直接金融へシフトしてきて
いる。
　企業自体の規模にとらわれず，すべての企業
において資金調達は企業維持のためには重要な
活動である。当該活動は，適時性が担保され容
易かつ円滑におこなわれる必要がある。そのた
めには，企業の資産状況，経営成績などを明示
した会計情報をディスクローズし，多くのス
テークホルダーに対して説明責任を負わなけれ
ばならない。なかでも，投資者および潜在的投
資者に向けた意思決定を円滑におこなわせるよ
うにするために，会計情報は目的適合性および
信頼性の基準を満さなければならないという質
的特性があるものにしなければならない。
　また，投資家および潜在的投資家はドメス
ティックにとどまらず，グローバルに存在して
いるために，国際会計基準に則ったものでなけ
ればならず，さらに今後，国際財務報告基準に
準拠しなければならない。

第２章　スポーツ組織の存在意義

１．　組織の目的

　社団法人日本野球機構（略称：プロ野球，英
文：Nippon Professional Baseball Organization）
において，球団は企業の広告塔としての存在意

30 広島経済大学経済研究論集　第３３巻第３号

図１　企業活動と資金の調達・運用



義があり，企業主導型のビジネスモデルとして，
戦後の日本におけるプロスポーツを牽引してき
た。また，企業スポーツ（実業団など）におい
ても，社員の福利厚生，広告宣伝としてチーム
組織が存在することでトップスポーツを支えて
きた。
　また，１９９３年に社団法人日本プロサッカー
リーグ（略称：Ｊリーグ，英文：Japan Profes�
sional Football League）は，日本初のプロサッ
カーリーグを発足させ，日本サッカーを著しく
成長させている。１９９８年には，念願の FIFA

ワールドカップに出場し，２０１０年の FIFAワー
ルドカップ南アフリカ大会は記憶に新しい。
　当該法人は理念を次のように明確に掲げてい
る。①プロサッカーを通じて日本サッカーの水
準の向上およびサッカーの普及を図ることによ
り，②豊かなスポーツ文化の振興および国民の
心身の健全な発達に寄与するとともに，③国際
社会における交流および親善に貢献する，とし
ている。
　さらに，１９９６年には「Ｊリーグ百年構想：ス
ポーツで，もっと，幸せな国へ。」というス
ローガンを掲げて，地域におけるサッカーを核
としたスポーツ文化の確立を目指す計画を示し
ている。
　構想には，次の３項目があげられている。
①あなたの町に，緑の芝生におおわれた広
場やスポーツ施設をつくること
②サッカーに限らず，あなたがやりたい競
技を楽しめるスポーツクラブをつくるこ
と
③「観る」「する」「参加する。スポーツを
通して世代を超えた触れ合いの輪をひろ
げること

２．　組織の活動

　スポーツ組織においても，組織の維持のため
には一般企業と同様に「財務活動」および「事

業活動」を行わなければならない。多くのス
ポーツ組織は慈善事業ではなく，営利を目的と
して「儲け＝利益」を追求しなければ存続でき
ない。つまり，収益が組織の運営および維持す
るための原資として必要なのである。
　一般企業と違い，スポーツ組織は収益が多岐
にわたっていることが多い。スポーツ組織は，
トッププロとアマチュアなどの競技レベルの差
により，活動内容に差異が生じる。なかでも，
双方においては財務活動より事業活動で差異が
生じてくる。その理由には，組織を取り巻くス
テークホルダー，とりわけ組織に収益をもたら
す主体が異なるためである。
　具体例として，プロサッカーチームの収益構
成および顧客構成を取り上げてみる。２０１０年９
月末現在において，日本国内の２７都道府県に本
拠地を置く３７のプロサッカークラブが加盟して
おり，Ｊリーグ・ディビジョン１（J １）に１８ク
ラブ，Ｊリーグ・ディビジョン２（J ２）に１９ク
ラブが所属している。その収益構成は，典型的
に次の９つになる。
①チケット売上による入場料収入
②スポンサー収入
③グッズ販売収入
④ファンクラブ収入
⑤選手移籍金収入
⑥サッカースクール収入
⑦公式試合出場料としてのＪリーグから分
配金
⑧放映権料としてのＪリーグからの分配金
⑨順位による賞金

　さらに，Ｊリーグ会員の使命として，地域ス
ポーツの発展に貢献しなければならないという
ものが課されている。そのために，各クラブは
①ユース・ジュニアなどの下部組織を持つこと，
あるいは②サッカー以外のスポーツ実施主体に
なることが求められており，事業活動は多岐に
わたることがわかる。
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　次いで，顧客構成は次の９種類になる。
①入場者
②グッズ購入者
③ファンクラブ会員
④スクール会員
⑤放送局（Ｊリーグが一元管理）
⑥リーグ・スポンサー（Ｊリーグが一元管
理）
⑦Ｊリーグ（賞金）
⑧チーム・スポンサー
⑨国内外の他チーム（選手移籍金に関連）

　このように，収益構成が多いことと同様に，
顧客構成も多いことがスポーツ組織の特徴であ
る。

第３章　一般企業とスポーツ組織の比較

　ここでは，一般企業とスポーツ組織の活動内
容，収益構成などを比較して，特徴を明確にす
る。

１．　特性の比較

　一般企業は，通常「財またはサービス」を商
品として販売し，対価として一般消費者から代
価を受け取る。その際に，商品は仕入れるかも
しくは製造をおこなう。仕入れまたは製造に必
要となる資金は，企業が内部留保した過年度の
利益の蓄積分または，直接金融および間接金融
などから調達した資金をもとにする。販売に関
しては，掛取引などの信用販売，現金販売が主
となる。ここでの特徴は，顧客は一般消費者が
主となることである。
　次いで，スポーツ組織であるが，多種多様で
ある。一般消費者，スポンサーを主とした企業，
放送局，リーグ統括法人，他のチームなどきわ
めて多岐にわたっている。さらに，特徴的なの
は，事業規模が小さいということである。たと
えば，Ｊリーグが公表している２０１０年１月期の
浦和レッズの経営成績での営業収入は６,４３２百万

円であり，取引先ごとおよび収入項目ごとの収
入規模は極めて小さいというのが特徴である。

２．　共通の特性

　一般企業とスポーツ組織の双方に共通する社
会的責任があり，各々に利害関係者が存在する。
つまり，企業および組織を取り巻く利害関係者
に対して，自らの経営活動に関する報告をおこ
なわなければならない。経営の透明性を明確に
することで，企業および組織の存在を認知させ
る必要がある。通常，企業であれば会社法によ
り会計情報の作成および開示が義務付けられて
いる。スポーツ組織は形態が多様であるため明
確な特性はないが，公益法人に属している場合
には，会計情報の作成および開示は義務付けら
れる。
　ここでの利害関係者とは，企業および組織と
多様な関係を持っており，企業および組織の知
識に基づいて経済的意思決定をするため，会計
情報による財務報告によって提供される情報に
潜在的な関心を持っている。財務報告の潜在的
な利用者としては，「所有者，債権者，供給者，
潜在的な投資家と債権者，従業員，経営者，取
締役，顧客，財務アナリストとアドバイザー，
ブローカー，アンダーライター，証券取引所，
弁護士，エコノミスト，税務署，規制機関，立
法機関，財務報道機関，労働組合，業界団体，
企業調査人，教員と学生ならびに一般大衆 」な
どがあげられる。企業および組織を取り巻く多
くの利害関係者集団と企業および組織の関係は，
直接的であるにしろ間接的であるにしろ，濃淡
に差があるのが現実である。
　スポーツ組織において，利害関係者は当該組
織の外形にかかわらず存在する。さらに，特性
としては，組織の規模によって利害関係者が増
減することである。たとえば，地域で開催され
るスポーツ大会では，ステークホルダーは非常
に少ない。しかし，Ｊリーグであれば，既述し
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たように，収益構成が多岐にわたるため，取引
相手の種別に比例してステークホルダーが増減
することになる。したがって，スポーツ組織は
事業活動と事業成果にかんして，各々のステー
クホルダーに説明責任を果たさなければならな
い。

第４章　財務および会計概念の必要性

１．　提供すべき財務情報

　アメリカ財務会計基準審議会（Financial 
Accounting Standards Board： 以下 FASB）は
１９８４年に財務会計基礎概念ステートメント第５
号「企業財務諸表での認識と測定」（「SFAC第
５号」）を公表した。これが意味するものは次の
諸点である。第１に，財務諸表は財務報告の中
心に位置して外部利害関係者に財務情報を伝達
する手段であること。第２に，一般目的外部財
務報告では，財務諸表は会計データから作られ
た財政状態や財政状態での変化の状況を示す表
であること。第３に，財務諸表では，企業の諸
資源，諸資源に対する請求権，ならびに諸資源
や請求権での変化をもたらす取引やその他の事
象の影響の財務的表示がなされていること。第
４には，財務諸表は同じ基礎データから作られ，
相互に関連のある表の集まりであることの諸点
である。

　また，財務報告が提供すべき情報には次の３
つをあげている。
①現在ならびに潜在的な投資家，債権者な
らびにその他の利用者達が合理的な投資，
信用供与ならびに同様な決定をするのに
有用な情報。
②投資家，債権者ならびにその他の人々が
関係する企業についての将来のネットの
キャッシュ・イン・フローの金額，タイ
ミング，不確実性を見積もるのを助ける
ような情報。
③企業の経済的諸資源，これらの諸資源に
対する請求権とか，取引，事象や状況で
資源とか資源に対する請求権を変えるよ
うな事柄についての情報。

　スポーツ組織にかかわる投資家および潜在的
投資家は，現状では直接的にスポーツ組織にか
かわるとはいえない。スポーツ組織に間接的に
資金を提供する企業または親企業の投資家およ
び潜在的投資家，あるいはスポンサー企業の投
資家および潜在的投資家としてかかわることに
なる。また，債権者とはスポーツ組織に用品な
どをはじめとして，施設使用料などに関して自
治体などがあてはまる場合もある。
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図２　一般企業とスポーツ組織のステークホルダー



２．　財務情報の種類

　１９７８年に「営利企業の財務報告の諸目的」と
して公表された SFAC第１号では，財務諸表を
含む財務報告が提供すべき情報の種類について
のガイダンスも与えており，次の４つの情報が
あるとしている。
①企業の経済的諸資源，諸債務ならびに所
有者持分についての情報。
②企業の業績についての情報。
③企業がどのようにしてキャッシュを入手
し支出したかとか，借入とか返済につい
てとか，所有者たちに対する現金配当と
かその他の企業資源の配分を含む資本取
引とか，企業の流動性ないしは支払能力
に影響しうるその他の諸要因についての
情報。
④企業の経営者が委託された企業資源の利
用によって所有者に対するそのスチュ
アードシップ責任をどのようにして果た
したかについての情報。

　既述したように，一般企業においては会社法
または金融商品取引法などにより会計情報の作
成および開示が義務付けられている。また，会
計情報を提供する財務諸表により構成される財
務報告は，FASB概念の強い影響を受けている。

３．　スポーツ組織の現状

　一方，スポーツ組織においては，必ずしも会
計情報の作成および開示は義務付けられている
とはいえない。Ｊリーグに加盟する各クラブは，
あくまでも会員であり，会計情報の作成および
開示は任意である。しかし，統括するＪリーグ
自体は社団法人であるため，公益法人として，
事業活動をおこなうことが目的であるため，事
業の成果は事業活動そのものであって，決算に
よる会計情報の作成および開示においては，事
業の成果を財務的側面から表現するという位置
づけにとどまっている。

　ではなぜＪリーグは財務情報を開示するのか。
理由は，「業務運営の透明性向上」のためであ
る。さらに，透明性の向上は，Ｊリーグ自体が
不特定多数を対象とする事業を実施しているた
め，当該「事業の実施」が手段ではなく目的そ
のものであるためである。つまり，公益的な活
動とは，事業を拡大させていくことである。一
方で，一般企業は株主あるいは潜在的株主に対
して企業の情報を積極的に開示・提供して，
マーケットからの資金提供を円滑にすることを
目的としている。

４．　ケーススタディ：Ｊリーグ

　日本プロサッカーリーグは社団法人である。
当然ながらＪリーグは社団に義務付けられてい
る会計情報の作成および開示を実施している。
さらに革新的かつ先進的なのは，Ｊリーグを構
成する各会員であるクラブ運営会社の会計情報
を作成および開示していることである。Ｊリー
グが一般的な公益法人と性質を異にするのは，
事業活動を中心におこなっているのが，社団法
人としてのＪリーグではなく，社団を構成する
会員であるＪクラブということである。そうし
た理由を踏まえて，Ｊリーグは実施主体である
社団法人はもとより，構成するＪクラブの会計
情報を作成・開示していることは，日本におけ
る他のスポーツ組織にはない特性である。
　既述したように，Ｊリーグの理念には「地域
スポーツの振興」があげられている。これに
よって，各都道府県に少なくとも１つのＪクラ
ブが存在することを目標としている。新たにＪ
クラブを作りたいと考える自治体や企業におい
て，会計情報を活用することで財務的に何をし
なければならないか検討する際に重要な資料と
なるだろう。つまり，Ｊクラブの会計情報の作
成・開示は，Ｊリーグの理念の意図どおりに貢
献しているといえる。
　また，会員であるＪクラブにおいても，会計
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情報によって経営状況を公表することで，自ら
のクラブが抱えている課題を明確でき，具体的
な施策を講じて経営の健全化を図ることが可能
となる。したがって，Ｊリーグが各Ｊクラブに
課している会計情報の作成・開示は，経営の透
明化に寄与し，かつ，各Ｊクラブの自浄作用に
も効果があるといえるだろう。

第５章　スポーツファイナンス＆アカウン
ティングの定義づけ

１．　スポーツマネジメントの領域

　近年，日本においてスポーツマネジメントと
いう枠組みで，活発な研究がおこなわれている。
当該領域は多岐にわたり，①経営戦略，②人財
育成，③ HRM戦略，④財務・会計，⑤選手マ
ネジメント，⑥マーケティング，⑦ CRM戦略
などに代表される。つまり，多くの高度かつ専
門的な知識を基盤にして「スポーツマネジメン
ト」が成り立っている。いわば，スポーツマネ
ジメントが総論であれば，他の構成される知識
は各論という形になっている。しかし，既述し
たように，スポーツ組織の経営活動においては，
収入項目が多種多様であるため，他の一般的な

産業と比して著しい差異が生じている。
　学問としては，各論はそれぞれが確立され，
かつ普遍性および固有性がある。学習するもの
および研究対象とするものには，各々の学問と
しての知識を基盤にすることは不可欠であり，
さらに，スポーツ組織において実践していくた
めの応用力が求められる。
　スポーツは，日本において教育および健康増
進の一環として，学校教育のなかで発展してき
た。しかし，今日ではトップスポーツ，アマ
チュアスポーツ，生涯スポーツなどのようにス
ポーツの実施主体が多岐にわたっており，活動
の運営・管理は必須条件であるにもかかわらず，
他の産業分野において各論の高度専門性を有し
た人材によってスポーツ組織がマネジメントさ
れていることが多いという課題がある。

２．　スポーツ組織での財務・会計

　スポーツ組織における財務・会計は，他の産
業に属する一般企業と特段に性質を異にする理
論的要素は見当たらない。唯一，スポーツ組織
が一般企業との間で差異がみられるのは，収益
をもたらす構成要素が著しく多いことである。
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表１　Jクラブ収支内訳

＜収　　入＞

チケット販売（１）入場料収入

ユニフォームスポンサー・看板スポンサー・その他（２）広告料

公式試合出場料・放送権料・商品化権料・賞金他（３）配分金

ユニフォーム契約金・グッズ販売・移籍金・プレシーズンマッチ出場料・ファンク
ラブ収入（後援会・賛助会員等）・スクール会費・その他（４）その他

＜支　　出＞

監督・コーチ・チームスタッフ・日本人選手・外国籍選手（１）人件費

（２）移籍金償却費

競技場使用料・入場券販売・チーム移動費・広告宣伝費・警備運営委託費・JFA／
Ｊリーグ納付金（３）試合運営直接費

合宿費・グラウンド賃借料・メンテナンス費等（４）チーム運営費

社員給与・福利厚生費・事務所賃借料・事務所諸経費等（５）一般管理費

（出典：Jリーグ HP「クラブ経営状況」）



今後，スポーツ組織において，新たにビジネス
モデルが構築されて，収益構成要素が増大する
可能性も秘めている。
　財務・会計は元来，「必要な資金を予測・調
達して運用する」，また「企業の経済活動を数値
化して記録し報告する」ものである。当該報告
主体は企業でありスポーツ組織にあたる。報告
対象は，ステークホルダーであり，投資意思決
定の判断を適切におこなわせるために，会計情
報を開示する必要がある。一方，スポーツ組織
においては，ステークホルダーの性質が異なっ
てくる。当該組織への投資に関する意思決定の
判断をおこなうという，会計情報の開示目的と
は異なり，組織自体の存続に関しての親企業の
おける意思決定のために情報が開示される。つ
まり，前者を「外部報告」とするならば，後者
は「内部報告」とすることができる。外部報告
に関しては，予め定まった形式に基づいて会計
情報を作成して，定まった方法で開示しなけれ
ばならない。内部報告では，定まった形式はな
く，同様に定まった開示方法もない。
　企業主導型の代表とされるプロ野球の各チー
ムは，内部報告により親会社へ会計情報を開示
すれば良いという現状がある。ステークホル
ダーは親会社であり，それ以外に情報を開示す
る必要はない。一方，既述したようにＪクラブ
は，公益法人に属する会員としては必要がない
会計情報の開示を，先進的に各々のクラブが開
示している。
　社会的な存在意義からみた場合に，スポーツ
組織はビジネスとしてスポーツ競技を媒介とし
て経済活動をおこなっている。当然ながら，組
織の意図すること，つまり，①プロスポーツと
して観客動員して事業を行っていくのか，②ア
マチュアとして社員の福利厚生または広告宣伝
として活動していくのか，③メンバーシップと
して運営されて健康増進あるいは余暇・娯楽と
して活動していくのかによっても会計情報の作

成および開示の方法が変わってくる。しかし，
スポーツ組織がいずれの意図により活動をおこ
なったとしても，財務・会計の概念は必須であ
り，内部報告という会計情報の活用はしなけれ
ばならない。そのためにも，財務・会計の知識
は重要であり，スポーツ組織という特性を理解
したうえで，財務・会計概念を活用できる人材
育成は喫緊の課題である。スポーツマネジメン
トという領域において，財務・会計の概念はコ
アを占めることは明確であり，経営資源を効率
的に活用し，各組織の経営戦略に則った経済活
動を円滑におこなわなければならない。

お　わ　り　に

　１９９０年代以降のバブル崩壊後，多くの企業は
リストラクチャリングの一環として，スポーツ
組織の支援または所有から撤退もしくは休廃部
を選択し，スポーツを支えることから退いて
いった。これ以降日本スポーツ界では，企業主
導型のビジネスモデルの在り方が見直され始め，
スポーツ組織において，運営および経営活動に
関して「マネジメント」の必要性が認識され始
めた。
　しかし，スポーツ組織におけるマネジメント
は，一般企業のマネジメントとは違い，経営資
源への投資に見合っただけのリターンが約束さ
れるという訳ではないため，学校および企業主
導型ビジネスモデルに基盤を置くことで成長し
てきたという日本スポーツ界全体の在り方に関
してもターンアラウンドが必要となっている。
　本稿で取り上げたＪリーグのモデルは，公益
法人の会員である各Ｊクラブに，会計情報の作
成と開示を求めていた。これはスポーツ組織と
しては革新的であり，かつ先進的な取り組みで
ある。全会員の会計情報が開示されているため，
比較検証が可能で各Ｊクラブの課題の検証に役
立つ。多くのステークホルダーによるさまざま
な分析および検証が可能であり，Ｊクラブに
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とって容易にアドバイスを受ける機会もある。
　また，Ｊクラブの新規設立・参入に関しても，
会計情報は検討する素材になる。これは，Ｊ
リーグの理念にもあるスポーツによる地域活性
につながり，Ｊリーグが存在する意義を明瞭に
することができる。
　スポーツ組織には，規模の違いによる多寡は
あるがステークホルダーが存在する。スポーツ
をビジネスとして経済活動をする以上は，社会
的責任としてスポーツ組織の経済活動を会計情
報として，ステークホルダーに開示するという
システムの定着をおこなうことは，今後の日本
におけるスポーツビジネスのさらなる発展に寄
与すると考える。
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２００９年度（平成２１年度）

Ｊ
クラブ名

横浜ＦＭ川崎ＦＦ東京柏千葉大宮浦和鹿島山形
２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年３月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期決算期

■経営成績
３,５０５３,６０４３,７６３２,８５９２,６８３３,５５３６,４３２４,４０８１,１６３営業収入
１,３２２１,８２９１,３５７１,７６３１,４３２２,３９６２,７３５１,６５５１９４（広告料収入）
８４６６２６８２８４７４６０５３７９２,４６１７７４３３９（入場料収入）
２６３３９３３７５２０９２１９２２０３３６５０７２５２（Jﾘーｸ゙配分金）
１,０７４７５６１,２０３４１３４２７５５８９００１,４７２３７８（その他）
３,５０５３,５４３３,７３１２,９３０３,０３６３,５４６６,３５８４,３０３１,１３６営業費用
２,７３３３,０２９２,９３９２,４１２２,６０２３,０９０５,５９５３,２５３９４８（事業費）
１,１６５１,９５１１,７６８１,５８０１,５５２１,９５４２,４６４１,９１３５６９　　内　選手・チームスタッフ人件費（注）
７７２５１４７９２５１８４３４４５６７６３１,０５０１８８（一般管理費）
０６１３２▲ ７１▲ ３５３７７４１０５２７営業利益
０１１２２▲ ５５▲ ３５９６６８１１１２７経常利益

▲ ３６６２０▲ ５５▲ ６３８０６３２２７当期純利益
■財政状態　

７３９１,０９７９５１４６６１,５１９６６１１,８９０２,４７１２８６総資産
８６０５６６３４７６８５９４８６５０１,３１６６８４２３６総負債

▲ １２１５３１６０４▲ ２１９５７２１１５７４１,７８７４９純資産（山形は正味財産）
３１３４９１,００３２２４９０１００１６０１,５７００資本金（山形は基本財産）

▲ １５９１５１▲ ３９９▲ ２４１▲ ３０８▲ ３２９４１４７０４９繰越利益剰余金

Ｊ
クラブ名

甲府湘南横浜 FC東京 V草津栃木水戸仙台札幌
２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２００９年１２月期決算期

■経営成績
１,０９４１,０６６９６６８８８５３６５８０４１３１,５２９１,５４８営業収入
４９７３７２５３２１４７２２１２３８１０８４２７５６１（広告料収入）
２９３１９１１５１１６９８４１１３７１５４１３５５（入場料収入）
１１９１０５１０８１０３１１６１０２１０２１４２１１８（Jﾘーｸ゙配分金）
１８５３９８１７５４６９１１５１２８１３２４１９５１４（その他）
１,０８０１,１７８９６６２,３４２５５０６２７３９９１,６５１１,６８３営業費用
７９０９１２７６７２,０２１３９５４８９２９３１,４２８１,４３７（事業費）
４９８６１８３３０１,０４４１８２２４７１６３７１１６９９　　内　選手・チームスタッフ人件費（注）
２９０２６６１９９３２１１５５１３８１０６２２３２４６（一般管理費）
１４▲ １１２０▲ １,４５４▲ １４▲ ４７１４▲ １２２▲ １３５営業利益
２▲ １１２１▲ １,４５７▲ １３▲ ４８１４▲ ９５▲ ２５経常利益
０▲ １１５０１▲ １３▲ ４９６▲ ９８▲ ４２当期純利益

■財政状態
４６３５２１３８１４５３１５０１２６８９６２３１,０２２総資産
２５３５２０３７３４４４１７０６６１０７２３２１,００１総負債
２１０１７１０▲ ２０６０▲ １８３９０２２純資産
３６７５２４３４４８９１８６２４３５２４５３７９５資本金

▲ １５７▲ ６７８▲ ４５１▲ ７９▲ ２３４▲ ２２４▲ １４５▲ ６３▲ ７７４繰越利益剰余金

（注）含まれる項目
・監督・コーチ及び他のチームスタッフ人件費（アカデミーを含む）
・選手人件費（報酬の他、支度金、移籍金償却費を含む）
※熊本の決算期間は２００９年３月１日～２０１０年１月３１日
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Ｊクラブ個別情報開示資料
（単位：百万円）

１

J１ 平均J１ 総額
大分広島神戸Ｇ大阪京都名古屋磐田清水新潟

２０１０年１月期２０１０年１月期２００９年１２月期２０１０年１月期２００９年１２月期２０１０年１月期２０１０年３月期２０１０年１月期２００９年１２月期

３,３０１５９,４１３１,９１５２,７２８２,４４６４,０７８２,４１６４,５０６３,４２２３,５１４２,４１８
１,４９１２６,８３４７３６１,３６４７１５１,７３１１,５１５２,０６８１,９４３１,２２６８５３
６９７１２,５４４４７０５４５４２１５８８４１９７７１５１１６６５８２２
２８４５,１０５２２１２８０２２８３７１２２７２５１２２５２９９２２９
８２９１４,９３０４８８５３９１,０８２１,３８８２５５１,４１６７４３１,３２４５１４
３,３３５６０,０２３２,２４２２,７０８２,７２２３,９３９２,５９６４,４８５３,３９５３,３７８２,４７０
２,７５９４９,６５４１,９０５２,２６３２,２７３２,９９３２,２１６３,９４７２,６８４２,７９７１,９７５
１,６２１２９,１８５１,３４５１,３１３１,５４５２,２１５１,５０３２,３５０１,５８２１,３７８１,０３８
５７６１０,３６９３３７４４５４４９９４６３８０５３８７１１５８１４９５
▲ ３４▲ ６１１▲ ３２８２０▲ ２７６１３９▲ １８０２１２７１３６▲ ５２
▲ ４６▲ ８２６▲ ３２４２４▲ ５３６１３２▲ ２４３３９４２１４３６６
▲ １０１▲ １,８２１▲ ６１６１２▲ ５３８３９▲ ２４８４４７１８９

１,０７５１９,３４５５４３７８６１,４４１１,１８８１,１５４１,０７２１,０１１１,０６２１,００７
８５６１５,４１１１,７１０４４０２,２４７１,０１５１,１３１４９１８８４４９７７０２
２１９３,９３４▲ １,１６７３４６▲ ８０６１７３２３５８０１２７５６４３０５
６８７１２,３５８４６９２,１１０９８１０３,６０５４００６７９５５０７１２

▲ ５４８▲ ９,８６８▲ １,７０４▲ １,７６４▲ １,４６５１６３▲ ３,５８２１８０▲ ５５１１４▲ ４０８

２

J１･ J２ 
平均

J１･J２  
総額J２ 平均J２ 総額

熊本鳥栖福岡愛媛 徳島岡山 C大阪岐阜富山
２０１０年１月期２０１０年２月期２０１０年１月期２００９年１２月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期２０１０年１月期

２,０９７７５,５０３８９４１６,０９０６１６６７６１,００６５０３７５９６３９２,２４１４２０６１０
９３０３３,４８８３７０６,６５４３０９２７８４２４１６５４３６２３０１,２５２１１５３４２
４３４１５,６１９１７１３,０７５７５１７４２０１６１３０１３８２７８７１７９
１９７７,１００１１１１,９９５１１５１１０１０３１１８１０２１０３１２２１０４１０３
５３６１９,２９６２４３４,３６６１１７１１４２７８１５９１９１１６８５８９１２９８６
２,１７３７８,２４２１,０１２１８,２１９６１３７５５１,１１９５０２７７１６１４２,３１９４６４５８６
１,７７２６３,８０７７８６１４,１５３４６６５６０８７２３５２５５４３９８１,６５０３２７４４２
１,０２３３６,８４０４２５７,６５５２２６３１３４７９２０３３４２１９１１,０８５１５６１６８
４０１１４,４３５２２６４,０６６１４７１９５２４７１５０２１７２１６６６９１３７１４４
▲ ７６▲ ２,７４１▲ １１８▲ ２,１３０３▲ ７９▲ １１３１▲ １２２５▲ ７８▲ ４５２４
▲ ７８▲ ２,７９１▲ １０９▲ １,９６５４▲ ６６▲ １０８２２８２１▲ ８１▲ ５６２４
▲ ６４▲ ２,３２１▲ ２８▲ ５００３０▲ １０９１２１２１▲ ８４▲ ５６１３

７２０２５,９２９３６６６,５８４１０８２３３４６３２４５５１７２６１６２２１２２１８５
５６８２０,４５３２８０５,０４３２１１１７６４０９３２１０６１８７４５５２５５４６
１５２５,４７５８６１,５４１▲ １０３５８５４２１２４１１７４１６７▲ １３３１３９
４８２１７,３５７２７８４,９９９１５０４５５１２５２０９４０９７６３１５１１１９７

▲ ４００▲ １４,３９５▲ ２５１▲ ４,５２７▲ ２５３▲ ７０２▲ ２６７４２▲ １６▲ １４８▲ ３５４１４


